
松下	 Collibraは世界の有力企業に、

データの価値を最大化する先進的な

プラットフォームを提供しています。

今年の始めには、ユニコーン企業の

仲間入りを果たされました。市場の

期待を集める中で、お客様のデータ

に関する認識が大きく変わりつつあ

ることを実感されているのではない

でしょうか。

Kher	 まず言えるのは、世界中で多

くの組織が今ようやくデータは戦略

的資産だと気づき始めたことです。

松下	 データの重要性は昔から言わ

れてきたと思います。ただ以前はど

ちらかというと、情報が新しい、あ

まり知られていない、といった情報

の希少性が重視されていました。

Kher	 そうですね。現在多くの会社

が進めているデータガバナンスでカ

ギとなっているのは、データ管理の

重要性を組織で共有する「データ文

化」の醸成です。データは真に組織

を変革できると考えられているわけ

です。

松下	 近年、データガバナンスの

必要性が広く認識されたきっかけ

の一つに、欧州のEU一般データ保
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スをいただけますか。

Kher	 いくつかのポイントがあると

思います。

　第一は、具体的な成功の指標を設

定することです。リスクやコンプラ

イアンス分野で、こうした定量化を

行うことは簡単ではありません。し

かし、仮にデータ管理プロセスがな

かったとしたら、銀行にどのくらい

のコストがかかってしまうかを示す

例は見つけられると思います。

　第二は、データの効率的な管理や

ガバナンスの価値を理解している賛

同者をユーザーである事業部門で見

つけることです。データを利用した

り提供したりするのは事業部門です。

彼らはリスクやコンプライアンスの

利害関係者であり、データ管理プロ

セスの重要性を理解しています。

　そして第三は、こうした変化を進

めるときは、「小さく始めよ」とい

うことです。まず足元で解決したい

問題から出発し、成功して良いモデ

ルを確立できたら、この成功を再現

するにはどうすべきか、どう全体の

戦略に敷衍していくかを考えるのが

よいと思います。

松下	 主要な欧米の金融機関の取組

みを目の当たりにするなかで、参考

となるベストプラクティスはあるで

しょうか。

Kher	 金融業界では、データ共有の

モデルとして、フェデレーテッド

（連合型）アプローチが注目されて

いると思います。このアプローチは、

全社レベルで共通の条件や基準を設

けつつも、同時に事業部門ごとの柔

軟性も確保しようとするものです。

たとえば資産運用部門とリテール銀

行部門で異なるルールを持つことを

理に関するデータ文化の醸成、そし

て第三に、実際に個人データを安全

に確保することだと思います。

　Collibraではお客様が場当たり的

でない、持続的なコンプライアン

ス対応ができるよう心掛けていま

す。提供するプラットフォームを活

用することで、お客様は簡単にデー

タのインベントリ（目録）作成や棚

卸しを行えるようになり、自身が何

のデータをどこに保持しているかを

容易に把握できます。また、データ

課題の対応ステータスを管理したり、

プライバシーを適切に取り扱う環境

（プライバシー・バイ・デザイン）

が整っているかをモニターできるよ

うになっています。

　このように、Collibraが提供する

プラットフォーム機能を利用するこ

とで、お客様は、①規制遵守、②

データ保護、③イノベーション、の

3つのメリットが得られると考えて

います。

松下	 先ほどデータ文化の話があり

ましたが、とても難しい課題だと感

じています。日本の金融機関の多く

は、リスクデータ管理に関するバー

ゼル規制（BCBS239）や、世界

的なマネーロンダリングやテロ資

金供与対策への対応からデータ管

理をスタートさせました。そのた

め、専任部署が対応しています。一

方、データ文化となると、全社レベ

ルの体制構築に引き上げる必要があ

り、部門横断的な取組みに苦労して

いるように感じます。何かアドバイ

護規則（GDPR）があると思いま

す。私は、データガバナンスとは個

人データを軸にして、さまざまな情

報を個人に紐づけていくことだと理

解しています。GDPRでは特に個

人データの保護、データ所有者であ

る個人が持つ権利とともに、データ

をいかに安全かつ正確に流通させる

か、に主眼が置かれています。

Kher	 そうですね。GDPRによっ

て、データ管理に対する信頼やプラ

イバシー保護がこれまでになく重要

になっているのは確かだと思います。

　ただ、そうした信頼やプライバ

シーの重要性が高まっているのは、

GDPRのような規制が急速に進展

し導入されようとしているからだけ

ではありません。より重要なことは、

自社の「ブランドを守る」という観

点です。そもそも会社は信頼されて

個人データを託されているのですか

ら適切にデータを管理しなければな

りません。

松下	 今おっしゃられたように

GDPRのような個人データ保護規

制は世界中に出てきています。日本

でもGDPRに先立ち2003年に個

人情報保護法が施行されています。

Collibraではデータガバナンスやプラ

イバシーのベストプラクティスの観

点から、こうした動きをどのように

プラットフォームに反映させている

のでしょうか。

Kher	 これらの規制により、我々の

お客様は、重要なデータ管理プロセ

スを導入する義務を負うことになり

ました。ベストプラクティスの観点

から大事なことは、第一に、主たる

プロセスの確立、第二に、冒頭で述

べたような、個人データの保護や管

データ管理を全社横断的な
取組みにするには
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認めるわけです。こうした柔軟性を

持つことで、個別の事業部門が変革

に貢献していると感じることができ、

文化を変えやすくなる効果もあり

ます。

松下	 金融機関のお客様で特に印象

的な導入例はありますか。

Kher	 金融セクターでは、欧米トッ

プ10の銀行のうち7行が弊社のお客

様で、印象的な事例も多くあります。

　世界最大手のある銀行に、現在、

データレジストリの構築のため弊社

のサービスを利用いただいています。

データレジストリは銀行全体で共有

され、事業部門責任者、データアナ

リスト、データサイエンティストな

ど異なる利害関係者が一つのデータ

セットを利用します。

　本サービスの利用により、この銀

行ではデータ資産の共有環境を大幅

に改善できました。さらに、この共

有を通じて得られた情報を、クレ

ジットカードなど新商品のリリース

に活かすことに取り組んでいます。

また、事業部門を跨って情報共有す

ることで、リテール顧客の支店での

体験とモバイルアプリでの体験を対

比させ、顧客体験の最適化を図るこ

とも可能となりました。データを利

用して収益を拡大させるだけでなく、

活用を通じて顧客体験も改善しよう

としています。

点的に投資を行っている領域です。

AIや機械学習は、データシチズン

が業務を効率化できるよう、自動化

とレコメンデーションを提供します。

我々が提供する機能により、データ

利用体験を向上させ、より優れた知

見をデータから得られるようにでき

ると考えています。

松下	 企業がデータガバナンスを規

制対応やリスク管理といった「守

り」だけでなく、収益機会をもたら

す「攻め」にも利用しようと考える

にはどのようなきっかけがあるで

しょうか。

Kher	 ビジネス上の要因はいろいろ

あると思います。

　1つ目は、個人データです。個人

データは、銀行にとっては顧客記録

そのものです。ですから、銀行は顧

客体験を改善するために、どのよう

に個人データを活用するか考えるわ

けです。

　銀行セクターでは顧客体験に関す

る競争がますます激しくなっていま

す。最適な顧客体験を提供すること

が、ブランド・ロイヤリティを高め

ることにつながるので、どの銀行も

データから新たな知見を引き出そう

としています。

　2つ目は、銀行内部におけるデー

タ分析機能の向上とデータサイエン

スコミュニティの台頭です。

　銀行は引き続きデータサイエンス

とそれを支えるインフラに大きな投

資を行っています。そして、大きな

投資に見合う価値を確実に生み出し

て欲しいと思っています。しかし実

際には、データサイエンティストの

多くが、利用したいデータにたどり

着くまでに長い時間を費やしていま

松下	 今年5月にColl ibra主催の

“Data Citizens 2019”という

イベントがニューヨークで開催され

ました。メインテーマは「データの

未来」で、答えの一つに「データイ

ンテリジェンス」というキーワード

が挙がっていました。

Kher	 われわれは、データの生成者

であれ利用者であれ、データにかか

わるすべての人を「データシチズ

ン」と呼んでいます。「データイン

テリジェンス」は、データシチズン

がデータの隠れた価値を見つけて取

り出せるようにすることです。すべ

てのデータシチズンに、複雑な課題

を解決し、新しいアイデアを実践し、

更にはビジネスの成長に向けられる

力を与えたいと考えています。

松下	 データガバナンスを巡る議論

の中心が、データをどう活用するか

という視点に変わってきているわけ

ですね。

Kher	 そうです。われわれはそうし

たトレンドを非常に歓迎しており、

是非リードしていきたいと思ってい

ます。

　データインテリジェンスでは、信

頼を高め、協力関係を強化し、情報

を共有することで、究極的には、適

切な順番でビジネス課題を解決して

いけることに重点を置いています。

松下	 データインテリジェンスを推

進していく上では、どのようにAI

や機械学習を製品に取り込んでいく

かがやはりカギになってくるので

しょうか。

Kher	 その通りです。正に弊社が重

データの未来：
データインテリジェンス
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す。データへのアクセス方法を見つ

け、アクセス許可を得て、さらに実際

に使えるようにデータを加工しなけ

ればなりません。信頼性の高いソー

スデータをすばやく利用できる環境

を整えるのは非常に大事なことです。

松下	  「攻め」に向かうには、デー

タサイエンティストによる仕事の効

率性を高めることがカギを握るわけ

ですね。

Kher	 その通りです。

　そして3つ目は、特に成熟した多

くの銀行が新しいビジネスチャンス

をつかもうとしていることです。

　彼らはブロックチェーン技術を活

用したり、顧客のモバイル体験を向

上させたりして、市場シェアを引き

上げたり成長性を改善したりする新

しい方法を探し続けています。チャ

ンスをつかもうと大きな意思決定や

投資を行うとき、データは中心的役

割を果たします。データは信頼でき

るのか、データから得られた知見を

信頼してよいのかが重要になるわけ

です。

松下	 今のお話を聞いていると、や

はり「お客様のことを知りたい」と

いう気持ちがデータ活用を考える大

きな動機になるようですね。

Kher	 そうです。特に顧客体験や顧

客の反応は非常に重要です。

　銀行におけるデータ利用の歴史を

見ると、もともとはデータの「作

成」に関心が集まっていたことがわ

かります。このデータはどこで作成

されたのか、どのように作成された

のか、どのように管理されているの

かが大事だったのです。

　しかし今は、そうしたデータを

「利用」したいと考える人たちが増

松下	 日本でデータガバナンスへの

関心が非常に高まっているのはわれ

われも実感しています。

Kher	 日本は、今年1月の世界経済

フォーラムにおける安倍首相のス

ピーチがきっかけとなった面がある

のではないでしょうか。

松下	 そうですね。「デジタルデー

タが経済成長のエンジン」という

メッセージは話題になりました。

Kher	 日本で銀行セクターの方々と

話していると、欧米のベストプラ

クティスを導入したいという意欲

も感じます。規制対応の域を超えて、

データインテリジェンス能力を構築

し価値を生み出すための方法を真剣

に考えていると思います。

松下	 同感です。われわれもこうし

た意欲に応えて、今後も御社ととも

に日本やアジア太平洋市場でのデー

タガバナンス普及に取り組んでいき

たいと思います。今後ともよろしく

お願いします。

Kher	 我々も御社に協力していただ

いて非常に素晴しい経験をさせてい

ただいています。御社のグローバル

なプレゼンスにも非常に期待してい

ます。欧州、米国、日本、アジア太平

洋と地域を問わず広い視点でのパー

トナーシップを楽しみにしています。

松下	 本日は貴重なお話をありがと

うございました。	 （文中敬称略）

えています。ビジネスの意思決定を

早くするため、より迅速にデータを

利用したいと考えています。デー

タに基づいた意思決定をするため

に、データを欲しがるユーザーがビ

ジネス部門に増えています。これが、

「攻め」のデータ利用へ向かわせて

いるのです。

松下	 Collibraは昨年、アジア太平

洋地域初の拠点としてオーストラリ

アのメルボルンにオフィスを開設し

ました。日本を含むアジア太平洋に

おけるビジネスの今後をどのように

見ていますか。

Kher	 欧米に続いてアジア太平洋で

も個人データ管理に関する企業の意

識が成熟してきていると感じていま

す。データインテリジェンスの機能

を構築することにも非常にオープン

な姿勢で、受け入れる準備が整いつ

つあります。

　アジア太平洋ビジネスをオースト

ラリアから開始したのは、多くの現

地企業が欧米と同じくらい成熟して

いたからです。導入を目指すプロセ

スも欧米と非常に似通っていました。

　今年に入ってからアジア太平洋地

域全体でデータ管理やデータガバナ

ンスへの関心が急速に高まってきて

いると感じます。特に日本、シンガ

ポール、香港、インドといった国々

で顕著です。

　彼らは、欧米の大手グローバル企

業が犯した個人データ管理やプライ

バシーに関する失敗を繰り返したく

ないと考えています。

急速に高まるアジア太平洋
地域における関心
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